


新型コロナ 生活守る制度を活用しましょう

生
活
・
住
ま
い

緊急小口資金

総合支援資金

１人１０万円の

臨時給付金

住居確保給付

仕
事
・
営
業

雇用調整助成金

休業手当１０割

小学校等の臨時休

業に伴う補償

都の休業協力金

税
・
保
険
料

国民健康保険税

介護保険料

後期高齢保険料

社会福祉協議会

０３－３４８８－０２９４

最大２０万円まで

貸付け

２人以上世帯２０

万円まで貸付け

家賃最大９ヶ月分

支給

市 ・ 福祉保健部

こま YELL 窓口

市 ・ 保険年金課

固定資産税

都市計画税

市 ・ 納税課

市 ・ 特別定額給付金

対策室

勤め先

コールセンター

０１２０－６０－３９９９

協力金相談センター

０３－５３８８－０５６７

困りごと 制度 内容 問い合わせ先

児童虐待相談 ☎１８９ （いちはやく）　２４時間対応　　　DV 相談 ☎０３－５４６７－２４５５　全日９時～２１時 （東京ウイメンズプラザ）

西村あつ子議員
3480-2780

田中とも子議員
042-427-1183

岡村しん議員
6751-2757

宮坂良子議員
 3480-18953488-8839

鈴木えつお議員

日本共産党狛江市議団
お困りごとやご要望をお寄せ下さい。

生活保護
市 ・ 福祉相談課

持続化給付金

１面参照。 DV 被害者の申し出は４月３０日の期限が過ぎても受付け、

世帯主に交付された後でも支給されます。 生活保護受給者も受給で

きます。 　＊給付金を狙う不審な電話 ・メール等の詐欺にご注意ください。

収入が減少し貸付けが必要な世帯が対象。 １０万円以内が原則

だが休業等の影響を受けた世帯は２０万円まで貸付け。 返済は

１年据え置きで２年以内、 無利子、 保証人なしでも可。 所得減

少が続き返済期限時に住民税非課税世帯の場合は返済免除。

主に失業された方が対象。 ２人以上世帯で月２０万円以内、 単

身で月１５万円以内、 ３ヶ月間借りられます。 返済は１年据え置

き１０年以内。 無利子。 保証人なしでも可。 返済期限時に住民

税非課税の場合は返済を免除されます。

失業者だけでなく新型コロナウイルスで収入が減って住居を失う

恐れのある人も対象になりました。 年齢要件も撤廃、ハローワー

クへの求職申し込み要件も撤廃。 家賃の支払い額３ヶ月分を支

給、 特別な事情がある場合は最長９ヶ月まで支給されます。

主たる生計維持者の収入が前年比で３割以上減った世帯に対し

て国民健康保険税、 介護保険料 （６５歳以上）、 後期高齢者医

療保険料が減額または免除されます。

中小企業の設備や建物の固定資産税や都市計画税が減免されま

す。 ２～１０月の３ヶ月間の売り上げ額が前年同期比３０％以上

減少した場合は１／２に減額、 ５０％以上減少は全額免除。

中小企業が休業や営業時間を短縮した場合、 従業員に支払う休

業手当に対する助成率が１０割に引上げられます。 労働基準法

上の支払い義務は６割ですが超過部分を国が負担します。

臨時休業した小学校等の保護者である労働者に有給休暇を取得

させた企業に対し支払い賃金の全額を助成します。

要請に応じ休業等に協力する中小企業と個人事業主に対し協力

金を支給。 支給額50万円 （２事業所以上は 100万円）。

収入が一定基準以下になると生活費や住居費を受け取れます。

最後のセーフティーネットであり国民の権利です。

一ヶ月の売上が前年比で５０％以上減少している法人に２００万

円、 個人事業者に１００万円を上限に支給します。

経済産業省の HP

ネットで申請

☎０３－３４３０－１１１１

☎０３－３４３０－１１１１

☎０３－３４３０－１１１１

☎０３－３４３０－１１１１

☎０３－３４３０－１１１１

市議団控え室☎０３－３４３０－１１７７（fax 兼用）

mail ： jcp_komae@yahoo.co.jp

＊４月３０日現在のものです。


